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（総　　則）

第１条    令和５年度岩沼市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条    業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 17,500 戸

(2) 年間総排水量 ㎥

(3) ㎥

(4) 主要な建設改良事業

ア 汚水施設整備事業

イ 雨水施設整備事業

ウ 流域下水道事業

（収益的収入及び支出）

第３条    収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

（資本的収入及び支出）

第４条

企 業 債

出 資 金

負 担 金

補 助 金

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

予 備 費

　に対し不足する額273,684千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額　90,977千円、過

　年度分損益勘定留保資金95,400千円及び当年度分損益勘定留保資金87,307千円で補てんするものとす

　る。）。

第１款 1,100,783千円 

第２項

支　　 　　出

収　　 　　入

支　　 　　出

第３項 1,350千円 

1,965,336千円 

1,893,475千円 

下水道事業費用

収　　 　　入

第３項

第４項

第１款

第１項

1,500千円 

69,011千円 

第１項

231,003千円 

令和５年度岩沼市下水道事業会計予算

第２項

第１款

第１項

水洗化戸数

一日平均排水量

第３項

4,373,000

11,948

968,768千円 

2千円 

307,846千円 

第１款

60,739千円 

下水道事業収益 2,143,180千円 

569,714千円 

第２項

第２項

第１項

第７項 1,500千円 

434,668千円 

938,299千円 

資本的収入

1,174,410千円 

1,374,467千円 

590,700千円 

580千円 

278,500千円 

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

資本的支出

第４項
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(債務負担行為）

第５条    債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（企 業 債）

第６条    起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限度額 利率

　千円

　千円

千円

590,700

（一時借入金）

第７条

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条

(1)

（他会計からの補助金）

　円である。

(1) 第１項営業費用及び第２項営業外費用に係る予算額に過不足を生じた場合におけるこれらの経費

の各項間の流用

(2) 第１項建設改良費及び第２項企業債償還金に係る予算額に過不足を生じた場合におけるこれらの

公共下水道事業

第１０条　 企業債元金償還等に充当するため、一般会計からこの会計へ補助等を受ける金額は、231,003千

令和4年度分

令和5年度分

排水設備設置に伴う融資
あっせんに係る損失補償

経費の各項間の流用

　以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

職員給与費

令和5年度から

55,281千円 

 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

償還の方法

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ

証書借入
又は

証券発行

起債の方法

令和5年度から
1,000千円

年5.0％
以内

 一時借入金の限度額は、500,000千円と定める。

60,700

計

令和4年度分

事　項

借入先の融資条件によ
る。ただし、融資条件及
び財政の都合により償
還年限の短縮又は低利
借換えをすることができ
る。

530,000

令和3年度分

起債の目的

流域下水道事業

令和5年度から

令和5年度分 1,000千円
令和8年度まで

令和5年度から

500千円

500千円
排水設備設置に伴う融資
あっせん利子補給金 令和7年度まで

令和3年度分

限度額期　間

1,000千円

令和6年度まで

令和5年度から

令和7年度まで

500千円
令和8年度まで

令和6年度まで

令和5年度から

― ２ ―



下 水 道 事 業 会 計

予 算 に 関 す る 説 明 書





（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

・定額法

・主な耐用年数

建物

構築物

機械及び装置

(2) 無形固定資産

・定額法

・主な耐用年数

地上権 5年

施設利用権 45年

(3) リース資産

　 所有権移転ファイナンスリース取引については、自己所有の固定資産に適用する減価償却

方法と同一の方法を採用している。

　 なお、所有権移転外ファイナンスリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっている。

2. 引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

職員の退職手当は、一般会計を経由して宮城県市町村職員退職手当組合へ負担している

通常の負担金を除き、一般会計がその全部を負担することになっているため、退職給付引当金

は計上していない。

(2) 賞与引当金

　 職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づ

き、当事業年度の負担に属する額を計上している。

(3) 法定福利費引当金

　職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における

支出見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

(4) 貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

3. その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税及び地方消費税の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

（予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記）

1. 予定キャッシュ・フロー計算書の表示方法

(1) 予定キャッシュ・フロー計算書は、間接法で表示している。

15～60年

15～50年

15年

― ３ ―



（予定貸借対照表等に関する注記）

1. 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担す

ると見込まれる額

（セグメント情報に関する注記）

1. 報告セグメントの概要

岩沼市下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営

方針等を決定していることから、公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントと

している。

 なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

公共下水道事業 認可区域において汚水を処理する業務

農業集落排水事業 処理区域において汚水を処理する業務

2. 報告セグメントごとの営業収益等

営業収益

営業費用

営業損益

営業外収益

営業外費用

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

 一般会計繰入金

（収益的収入）

（資本的収入）

 減価償却費

 特別利益

 特別損失

 　うち減損損失

 固定資産増加額 1,191,505 0 1,191,505

1,001 228 1,229

0 0 0

1 1 2

0

25,914

千円

令和４年度（令和5年3月31日） 3,142,960 千円

39,663 1,335,322

△ 68,921 △ 1,028,146

事業の内容

1,026,387

5,249

39,581,344

36,496,333

1,127,453

94,058

54,835

（単位：千円）

870,275

1,829,500

公共下水道事業 農業集落排水事業

78,322

2,872,517

令和4年度（令和4年4月1日～令和5年3月31日）

項　目

事業区分

令和５年度（令和6年3月31日）

1,072,618

28,374

35,469,946

9,401

合　計

1,227,48438,353,860

879,676

9,03985,019

△ 959,225

1,907,822

△ 23,125

280,019

0 0

305,933

1,295,659

― ４ ―



営業収益

営業費用

営業損益

営業外収益

営業外費用

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

 一般会計繰入金

（収益的収入）

（資本的収入）

 減価償却費

 特別利益

 特別損失

 　うち減損損失

 固定資産増加額

（リース契約により使用する固定資産に関する注記）

1. リース取引に係る会計処理

所有権移転外ファイナンスリース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っている。

2. リース取引関係

未経過リース料相当額

（その他の注記）

 引当金の目的使用による取り崩し

自 自

至 至

法定福利費引当金の目的使用見込額 672千円 457千円

令和6年3月31日 令和5年3月31日

貸倒引当金の目的使用見込額 5,521千円 5,521千円

賞与引当金の目的使用見込額 3,337千円 2,647千円

6,279千円 計 4,458千円

令和５年度予定 令和４年度予定

令和5年4月 1日 令和4年4月 1日

未経過リース料相当額

1年内 1,827千円 1年内 1,568千円

1年超 4,452千円 1年超 2,890千円

計

858,572 0 858,572

令和５年度 令和４年度

（令和6年3月31日） （令和5年3月31日）

1,001 228 1,229

0 0 0

1,276,574 39,042 1,315,616

1 1 2

288,079 25,914 313,993

0 0 0

105,164 △ 17,694 87,470

39,106,684

△ 890,705 △ 56,180 △ 946,885

1,068,312 46,157

72,443 7,671

889,587 9,231 898,818

1,780,292 65,411 1,845,703

1,114,469

80,114

令和5年度（令和5年4月1日～令和6年3月31日） （単位：千円）

項　目 公共下水道事業 農業集落排水事業 合　計

34,763,536 940,892 35,704,428

37,905,706 1,200,978

― ５ ―



（単位：千円）

予 定 額 備 考

1 下水道事業収益 2,143,180

1 営 業 収 益 968,768

1 下 水 道 使 用 料 769,463

2 雨水処理負担金 198,753

4 その他営業収益 552

2 営 業 外 収 益 1,174,410

3 他 会 計 負 担 金 100,295

4 補 助 金 5,000

5 長 期 前 受 金 戻 入 1,008,739

7 雑 収 益 26

8
消 費 税 及 び
地方消費税還付金

60,350

3 特 別 利 益 2

2 過年度損益修正益 2

令和５年度岩沼市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

款 項 目

― ６ ―



（単位：千円）

予 定 額 備 考

1 下水道事業費用 1,965,336

1 営 業 費 用 1,893,475

1 管 渠 費 134,981 管渠の維持管理に要する費用

2 ポ ン プ 場 費 80,847
ポンプ場の維持管理に要する
費用

3 処 理 場 費 16,579 処理場の維持管理に要する費用

4 流 域 下 水 道 費 233,722
阿武隈川流域下水道維持管理
負担金

6 普 及 促 進 費 7,265 普及促進に要する費用

7 業 務 費 37,341
下水道使用料徴収業務に要す
る費用

8 総 係 費 67,124 事業活動全般に要する費用

9 減 価 償 却 費 1,315,616

2 営 業 外 費 用 69,011

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

69,009

3 雑 支 出 2

3 特 別 損 失 1,350

5
過 年 度 損 益
修 正 損

1,350

4 予 備 費 1,500

1 予 備 費 1,500

支 出

款 項 目

― ７ ―



（単位：千円）

予 定 額 備 考

1 資 本 的 収 入 1,100,783

1 企 業 債 590,700

1 企 業 債 590,700

2 出 資 金 231,003

1 他 会 計 出 資 金 231,003

3 負 担 金 580

1 受 益 者 負 担 金 580

4 補 助 金 278,500

1 国 庫 補 助 金 278,500

（単位：千円）

予 定 額 備 考

1 資 本 的 支 出 1,374,467

1 建 設 改 良 費 938,299

1 管 渠 建 設 費 723,010

2 管 渠 改 良 費 154,550

5
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金

60,739

2 企業債償還金 434,668

1 企 業 債 償 還 金 434,668

7 予 備 費 1,500

1 予 備 費 1,500

資 本 的 収 入 及 び 支 出

支 出

款 項 目

収 入

款 項 目

― ８ ―



1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 86,243

減価償却費 1,315,616

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,559

賞与引当金等の増減額（△は減少） △ 102

長期前受金戻入額 △ 1,008,739

支払利息 69,009

未収金の増減額（△は増加） △ 68,388

未払金の増減額（△は減少） △ 45,082

前払金の増減額（△は減少） 97,700

小計 450,816

利息及び配当金の受取額 0

利息の支払額 △ 69,009

業務活動によるキャッシュ・フロー 381,807

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,495,052

受益者負担金による収入 580

国庫補助金による収入 253,183

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,241,289

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 590,700

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 434,666

他会計からの出資による収入 231,003

財務活動によるキャッシュ・フロー 387,037

資金増加額（又は減少額） △ 472,445

資金期首残高 615,092

資金期末残高 142,647

（単位：千円）

令和５年度岩沼市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

― ９ ―



1 総 括

ア 会計年度任用職員以外の職員

本 年 度

前 年 度

比 較

本 年 度

前 年 度

比 較

イ 会計年度任用職員

（人） （人）

給 与 費 明 細 書

(単位：千円）

区　　分
職員数 給 与 費

法 定
福 利 費

合計

本年度 10
（ 1 ）

23,857

手当 計
特別職 一般職

給料

5

11,962 50,558
6

前年度 -
（ 1 ）

21,394 15,413

1

※ (　) 内は短時間勤務職員で外書き

比較 10
（ 0 ）

2,463 △ 771 1,78997

特殊勤務
手　　　当

時 間 外
勤務手当

地域手当
管理職
手   当

718 2,507

445 0 2,570 342

(単位：千円）

手

当

の

内

訳

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当

623

774 552 299 0 3,826 0 592

654 606

単身赴任
手　　　当

災害派遣
手　　　当

△ 120 54 146 0 △ 1,256 342

4,074 240 0 0

31

区　分
管理職員特
別勤務手当

期末手当 勤勉手当 児童手当

12 5,147 3,891 320 0 0

12 5,076

0 △ 71 183 △ 80 0 0

区　　分

職員数 給 与 費
法 定
福 利 費

合計一般職
報酬 手当 計

（人）

本年度
(  2  )

3,248 913 4,161 561 4,722
-

前年度
(  2  )

3,389 898 4,287

比較
(  0  )

△ 141 15 △ 126 △ 52 △ 178
-

※ (　) 内は短時間勤務職員で外書き

613 4,900
-

38,59614,642

報酬

97

0 36,807 11,244 48,051

― １０ ―



２　給料及び手当の増減額の明細

（単位：千円）

区 分 増 減 額 説 明

給 料 2,463 ‐ 給料改定の状況

　実施時期　平成30年4月1日

282 平均昇給率 1.3%

2,181 職員数の異動状況

(その他） 　　　　（計）

本年度 7人 0人 7人

前年度 6人 0人 6人

増   減 １人 0人 1人

手 当 △ 756 ‐

△ 756その他の増減
分

増 減 事 由 別 内 訳

給与改定に伴
う増減分

昇給に伴う増
加分

その他の増減
分

人事異動等に伴う
増減分

制度改正に伴
う増減分

人事異動等に伴う
増減分 現に在

職する
職員数

備 考

　改定率　　 　0.1%

― １１ ―



３　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

（２）初　　任　　給

高 校 卒

大 学 卒 185,200 185,200

154,600

310,920

382,729

42歳　6月

一般会計の制度

154,600

※短時間勤務職員を除く

区　　分
行政職（行一）（円）

企　業　職（一）（円）

区 分 企  業  職 (一)

315,420

391,002

41歳10月

令和5年1月1日現在

令和4年1月1日現在

― １２ ―



（３）級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％）

（　　　） （　　　）

0 0.0

（　　　） （　　　）

2 40.0

（　　　） （　　　）

0

（　 　） （　 　）

1 20.0

（　1　） （　100.0　）

1 20.0

（　　　） （　　　）

1 20.0

（　　　） （　　　）

0 0.0

（　1　） （　100.0　）

5 100.0

（　　　） （　　　）

1 20.0

（　　　） （　　　）

1 20.0

（　　　） （　　　）

1 20.0

（　1　） （　100.0　）

0 0.0

（　　　） （　　　）

1 20.0

（　　　） （　　　）

0 0.0

（　　　） （　　　）

1 20.0

（　1　） （　100.0　）

5 100.0

令和4年1月1日現在

１級

２級

計

計

５級

６級

７級

※ (　) 内は短時間勤務職員で外書き

４級

１級

２級

３級

３級

７級

区 分

４級

５級

６級

企　　業　　職　（一）

令和5年1月1日現在

― １３ ―
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（４）昇給

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

2号給 （人）

4号給 （人）

6号給 （人）

8号給 （人）

（％）

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

2号給 （人）

4号給 （人）

6号給 （人）

8号給 （人）

（％）

区 分

（Ｂ）／（Ａ）比　　 　率

企　業　職　（一）

昇 給 に か か る 職 員 数
本

年

度

1

5

昇 給 に か か る 職 員 数 5
前

年

度

　号　給　数　別　内　訳

　号　給　数　別　内　訳

5

4

100.0

1

（Ｂ）／（Ａ）

職 員 数

職 員 数

比　　 　率

※短時間勤務職員を除く

6

6

100.0

― １４ ―



（５）期末手当・勤勉手当

支給率計

６月（月分） １２月（月分） （月分）

(1.150) (1.150) (2.300)

2.200 2.200 4.400

(1.175) (1.175) (2.350)

2.225 2.225 4.450

(1.150) (1.150) (2.300)

2.200 2.200 4.400

（６）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

最高限度

（月分）

一 般 会 計 の 制 度

（支給率等）

（７）その他の手当

区 分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当 同 じ

同 じ

35年勤続の
者（月分）

24.586875 33.27075 47.709

24.586875 33.27075 47.709

一般会計の制度との異同

同 じ

区 分

前 年 度

一 般 会 計 の 制 度

20年勤続の
者（月分）

支 給 期 別 支 給 率

本 年 度

区 分

有

その他の加算措置等

備 考

※ (　) 内は再任用職員の標準的な支給率

備　考

有

職制上の段階、職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

有

支 給 率 等
定年前早期退職特例　　
措置（2％～20％加算）

定年前早期退職特例　　
措置（2％～20％加算）

47.709

25年勤続の
者（月分）

47.709

― １５ ―



債務負担行為に関する調書

令和3年度分 500
令和3年度から
令和4年度まで

0

令和4年度分 500 令和4年度 0

令和5年度分 500

令和3年度分 1,000
令和3年度から
令和4年度まで

0

令和4年度分 1,000 令和4年度 0

令和5年度分 1,000

事　　項

排水設備設置に伴う
融 資 あ っ せ ん
利 子 補 給 金

排水設備設置に伴う
融 資 あ っ せ ん に
係 る 損 失 補 償

金額期間

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

限度額

― １６ ―



特 定 財 源

国・県支出金 地方債 その他

令和5年度から
令和6年度まで

500 500

令和5年度から
令和7年度まで

500 500

令和5年度から
令和8年度まで

500 500

令和5年度から
令和6年度まで

1,000 1,000

令和5年度から
令和7年度まで

1,000 1,000

令和5年度から
令和8年度まで

1,000 1,000

(単位：千円）

事業収益等

左 の 財 源 内 訳

金額期間

当該年度以降の支払
義 務 発 生 予 定 額

― １７ ―



1

イ 213,936

ロ 3,324,373

減価償却累計額 △ 486,226 2,838,147

ハ 37,067,320

減価償却累計額 △ 4,771,800 32,295,520

ニ 3,672,900

減価償却累計額 △ 1,010,367 2,662,533

38,010,136

イ 154,856

ロ 541

ハ 605,448

760,845

38,770,981

2

142,647

245,510

△ 52,459 193,051

335,698

39,106,679

(2) 未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

その他無形固定資産

無形固定資産合計

有形固定資産合計

(2) 無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

構 築 物

機 械 及 び 装 置

(1) 有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

令和５年度岩沼市下水道事業予定貸借対照表
（令和６年３月３１日）

(単位：千円）

資 産 の 部

固 定 資 産

― １８ ―



3

(1)

イ
建設改良等の財源

に 充 て る 為 の 企 業 債 4,617,699

4,617,699

4

(1) 0

(2)

イ
建設改良等の財源

に 充 て る 為 の 企 業 債 391,545

(3) 75,316

(4)

イ 賞 与 引 当 金 3,247

ロ 法定福利費引当金 655 3,902

470,763

5

35,634,916

△ 5,018,955

30,615,961

35,704,423

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

繰 延 収 益

引 当 金

流 動 負 債 合 計

流 動 負 債

一 時 借 入 金

企 業 債

未 払 金

企 業 債

固 定 負 債 合 計

負 債 の 部

固 定 負 債

― １９ ―



6

2,896,879

2,896,879

7

イ 他 会 計 補 助 金 98,519

ロ 国 庫 補 助 金 30,722

資本剰余金合計 129,241

イ 減 債 積 立 金 98,664

ロ 利 益 積 立 金 0

ハ 建設改良積立金 106,760

ニ 当年度未処分利益剰余金 170,712

376,136

505,377

3,402,256

39,106,679負 債 資 本 合 計

(2) 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

(1) 自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

資 本 の 部

資 本 金

― ２０ ―



1

(1) 693,258

(2) 186,015

(3) 403 879,676

2

(1) 159,251

(2) 71,173

(3) 13,132

(4) 207,757

(5) 7,233

(6) 33,967

(7) 79,987

(8) 1,335,322 1,907,822

1,028,146

3

(1) 119,918

(2) 1,007,108

(3) 427 1,127,453

4

(1) 84,330

(2) 9,728 94,058 1,033,395

5,249

5

(1) 2

6

(1) 1,229

(2) 0 1,229 △ 1,227

4,022

前年度繰越利益剰余金 80,447

当年度未処分利益剰余金 84,469

当 年 度 純 利 益

雑 収 益

営 業 外 費 用

企 業 債 利 息

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

そ の 他 特 別 損 失

他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

流 域 下 水 道 費

普 及 促 進 費

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

令和４年度岩沼市下水道事業予定損益計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

（単位：千円）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

雨 水 処 理 負 担 金

― ２１ ―
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1

イ 213,936

ロ 3,324,373

減価償却累計額 △ 384,907 2,939,466

ハ 35,756,940

減価償却累計額 △ 3,809,269 31,947,671

ニ 3,672,900

減価償却累計額 △ 807,729 2,865,171

ホ 18,325

37,984,569

イ 100,621

ロ 541

ハ 653,594

754,756

38,739,325

2

615,092

177,127

△ 47,900 129,227

97,700

0

842,019

39,581,344

電 話 加 入 権

(2)

前 払 金

資 産 合 計

未 収 金

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

有形固定資産合計

有 形 固 定 資 産

資 産 の 部

固 定 資 産

流 動 資 産

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

(1)

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金

構 築 物

建 設 仮 勘 定

(2)

(1)

(4)

(3)

令和４年度岩沼市下水道事業予定貸借対照表
（令和５年３月３１日）

(単位：千円）

機 械 及 び 装 置

建 物

土 地

その他無形固定資産

施 設 利 用 権

― ２２ ―



3

(1)

イ
建設改良等の財源

に 充 て る 為 の 企 業 債 4,418,544

4,418,544

4

(1)

(2)

イ
建設改良等の財源

に 充 て る 為 の 企 業 債 434,666

(3) 268,177

(4)

イ 賞 与 引 当 金 3,337

ロ 法定福利費引当金 672 4,009

706,852

5

35,381,153

△ 4,010,216

31,370,937

36,496,333

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

繰 延 収 益

繰 延 収 益 合 計

固 定 負 債

企 業 債

流 動 負 債

引 当 金

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

未 払 金

一 時 借 入 金

負 債 の 部

長 期 前 受 金

― ２３ ―



6

2,665,876

2,665,876

7

イ 他 会 計 補 助 金 98,519

ロ 国 庫 補 助 金 30,722

129,241

イ 減 債 積 立 金 98,664

ロ 利 益 積 立 金 0

ハ 建設改良積立金 106,760

ニ 当年度未処分利益剰余金 84,470

289,894

419,135

3,085,011

39,581,344負 債 資 本 合 計

(1)

資 本 の 部

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

(1)

(2)

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

― ２４ ―



下 水 道 事 業 会 計

予 算 に 関 す る 参 考 書





金 額

1 2,143,180

1 営 業 収 益 968,768

1
下 水 道
使 用 料

769,463

2
雨 水 処 理
負 担 金

198,753

4
そ の 他
営 業 収 益

552

2 営業外収益 1,174,410

3
他 会 計
負 担 金

100,295

1
一 般 会 計
負 担 金

100,295

4 補 助 金 5,000

1 国 庫 補 助 金 5,000

5
長 期 前 受 金
戻 入

1,008,739

1 国 庫 補 助 金 168,257

2
国 庫 委 託
／ 航 空 局

7,038

3 県 補 助 金 18,226

4
一 般 会 計
繰 入 金

606,192

5
受 贈 財 産
評 価 額

53,950

6 分 担 金 732

7 負 担 金 31,262

8
そ の 他
長 期 前 受 金

123,082

2 552手 数 料

各 目 明 細

198,753
施 設 維 持
管 理 負 担 金

1

予 定 額

1

下 水 道
使 用 料

附 記

令和５年度岩沼市下水道事業会計予算実施計画説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

下 水 道
事 業 収 益

(単位：千円）収 入

769,463

節
款 項 目

― ２５ ―



金 額

7 雑 収 益 26

3 延 滞 金 2

4
そ の 他
雑 収 益

24

8
消費税及び地方
消 費 税 還 付 金 60,350

1
消費税及び地方
消 費 税 還 付 金 60,350

3 特 別 利 益 2

2
過 年 度 損 益
修 正 益

2

1
過 年 度 損 益
修 正 益

2

款 項
附 記節

目 予 定 額
各 目 明 細

― ２６ ―



金 額

汚水中継ポンプ管理委託料等

マンホール蓋交換等

借 料 及 び
損 料

15 光 熱 水 費 53

通信運搬費

5,702

動 力 費

17

2,591

59

3,927

237

燃 料 費

26

委 託 料19

修 繕 費

1,126

76,615

附 記節

180

9,885

3,626

備 消 品 費

賞与引当金
繰 入 額

1,132

7
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

14

2

給 料

手 当

1

6 法定福利費

3

下 水 道
事 業 費 用

1

1

管 渠 費

12

134,9811

（単位：千円）

各 目 明 細

1,965,336

1,893,475

予 定 額

6,006

保 険 料35

支 出

営 業 費 用

款 項 目

1,450

14 燃 料 費 5,572

2 ポンプ場費

12 備 消 品 費

80,847

23,680

21

22

15 光 熱 水 費 291

162

27 材 料 費

― ２７ ―



金 額

保 険 料

17

委 託 料

旅 費

35

光 熱 水 費15 53

3

548

291

13

負 担 金

3 処 理 場 費

32 233,722

2,200

16,579

233,722

手 数 料

動 力 費 3,300

4
流 域
下 水 道 費

備 消 品 費

保 険 料

長岡地区汚水処理施設修繕

（単位：千円）

31,933

674

9,350

施設維持管理委託料等

106

33

10,032 処理施設運転管理委託料等

通信運搬費

動 力 費

款 項 予 定 額
各 目 明 細

節 附 記

通信運搬費

6 普及促進費 7,265

報 酬

2 手 当

22

委 託 料

修 繕 費

26

目

8

12

19

21

3
賞与引当金
繰 入 額

211

5

31,08626

702

20

3,248

17

35

借 料 及 び
損 料

491

19

修 繕 費22

― ２８ ―



金 額

11

12

16

17

印刷製本費 209

通信運搬費 77

被 服 費 55

備 消 品 費 982

排水設備設置費補助金等

8 旅 費 619

下水道使用料収納事務負担金

209

3
賞与引当金
繰 入 額

7

総 係 費8 67,124

法定福利費引
当 金 繰 入 額

1 給 料

2,200

4

19

旅 費8

12 備 消 品 費 46

委 託 料

17

7,589

2 手 当 4,434

5 報 酬 97

37,341

32 負 担 金 37,341

42 補 助 金

530

7
法定福利費引
当 金 繰 入 額 32

6

7 業 務 費

実施計画策定委託等

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額
各 目 明 細

節 附 記

法定福利費

21
借 料 及 び
損 料

2,814

275

31 厚 生 費 166

19 委 託 料

通信運搬費 17

20 手 数 料 147

30,504

1,053

6 法定福利費 4,017

― ２９ ―



金 額

5
過 年 度 損 益
修 正 損 1,350

1
過年度損益
修 正 損

1,350

3 特 別 損 失 1,350

1 予 備 費 1,500

1 予 備 費 1,500

4 予 備 費 1,500

1,315,6169 減価償却費

無形固定資産
減 価 償 却 費

2

1,266,488

49,128

1

258 雨水貯留タンク設置補助金等

貸倒引当金
繰 入 額

10,080

補 助 金

有形固定資産
減 価 償 却 費

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額
節

39
図 書 及 び
購 読 料

33

40

2

各 目 明 細

附 記

69,011

42

2

67,775

借入金利息 1,234

企業債利息

4

1

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費 69,009

その他雑支出

3

営 業 外 費 用

1

雑 支 出 2

37 庁舎使用料 2,814

2

会費負担金

433

567

― ３０ ―



金 額

金 額

2 手 当 3,546

1 給 料 6,383

580

1

580

60,700

1
他 会 計
出 資 金

231,003

資 本 的 収 入 及 び 支 出

支 出 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額
各 目 明 細

節 附 記

1 資 本 的 支 出 1,374,467

1 建 設 改 良 費 938,299

収 入 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額
各 目 明 細

附 記節

590,700

1 資 本 的 収 入 1,100,783

1

2

1 企 業 債

公共下水道
事 業 債

530,000

受 益 者
負 担 金

580

一 般 会 計
出 資 金

流域下水道
事 業 債

管渠建設費 723,010

278,500国庫補助金 防災・安全交付金等

1 国庫補助金 278,500

1

1 企 業 債 590,700

2 出 資 金

1
受 益 者
負 担 金

3 負 担 金

278,500

1

4 補 助 金

1

231,003

231,003

― ３１ ―



金 額

1 予 備 費 1,500

1 予 備 費 1,500

7 予 備 費 1,500

1
企 業 債
償 還 金

434,668

1
企 業 債
償 還 金

434,668

32 負 担 金 60,739

2 企業債償還金 434,668

34 工事請負費 154,550

5
流域下水道
建設負担金

60,739

2 管渠改良費 154,550

28 補 償 費 47,000

34 工事請負費 566,500

19 委 託 料 92,400 詳細設計委託業務等

21
借 料 及 び
損 料

2,206

支 出 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額
各 目 明 細

節 附 記

6 法定福利費 3,403

7
法 定 福 利 費
引当金繰入額 169

8 旅 費 337

3
賞与引当金
繰 入 額

851

12 備 消 品 費 215

― ３２ ―




